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2015年10月に米国フロリダで開催された『常習万引・集団窃盗
未然防止国際サミット2015』に引き続き、今回は日本で開催！
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報 告 書 及び 提 言

この冊子は、公益財団法人日工組社会安全研究財団の助成を受け作成されたものです。
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企業・地域・行政が連帯
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ゆきの

知っておきたい7つの万引専門用語

Loss Preventionの略語　ロスにつながることを事前に見つけて被害を最小限に抑える手法LP

「ブースター」　盗み手のことBooster
「フェンス」　盗品売買者、故買人、盗品買入れ所、卸拠点Fence
ネット上の盗品の買い子e-fence
The Loss Prevention Foundationの略語　損失防止財団
LPQおよびLPCといった資格制度を有している。ボードメンバーに小売業が多い。LPF

Organized Retail Crimeの略語　組織的に小売店から大量に万引を行う犯罪行為ORC
Organized Retail Crime Associationの略語　「オルカ」
組織的な大量窃盗について情報共有するために、小売店・警察などとで地域ごとに
組織された団体。ORCAの多くはボランティアによって運営されている。

ORCA

　本会議は、2年前にアメリカで行われた会議でたくさんの刺激を受けた竹花理事長の、「ぜひ日本でも開催を！」という
熱い想いで実現に至りました。開催に至るまでお力添えを頂きました皆さまに、この場をお借りして厚く御礼を申し上げます。
　今回の会議のキーワードは「Relationship」。万引きに苦しんでいる小売店と地域と警察、そして万引防止機構が連携を
取りながら、万引きに立ち向かおうというものです。大企業等は万引き対策にも相応の費用や人を投入できるかもしれない。
でも1店舗ではできる事には限りがある、そう言った声を良く耳にします。だからこその「Relationship」なのです。
　万引きは青少年の犯罪という認識の方が多いかもしれませんが、日本では平成23年に青少年の万引き件数を高齢者の
万引き件数が上回り、現在もその状態が続いています。これにはアメリカのゲストスピーカーは一様に驚いていました。
日本特有の問題のようです。本会議では、高齢被疑者は必ずしも経済的困窮から犯罪を犯しているのではないこと、単身
者の割合が高いことから、高齢者の孤立化が万引増加の一要因なのではないかとの報告がなされました。また再犯率が
高いということも高齢者万引の特徴なのですが、被害金額が高額ではないため、小売店が警察へ届出をしない、仮にした
としても送検には至らない、注意されて家に帰される、また万引きをするという悪循環があるようです。
　本会議ではアメリカの再犯防止プログラムについて報告がありました。更生の可能性ありと判断された被告人が、
自分で受講料を払って再犯防止プログラムを受講することで刑務所に入ることを回避できるというシステムで、受講者
の再犯率はとても低いそうです。アメリカでは万引犯罪は刑事罰が抑止力にならない犯罪であるとの認識があるので
しょう。日本でも、補導された高齢者がこういったプログラムを受講できるような仕組みが作られれば（そのためには
法務省や警察との連携が必要ですが）、効果的なのではないかと思いました。
　また本会議では、万引問題で今最も関心の高い、顔認証システム付の防犯カメラ画像の共同利用についても、かなり
突っ込んだ議論が行われました。
　今年の5月末に改正個人情報保護法が全面施行されます。この法律ができてから、巷では「個人情報」という言葉が
あたかも水戸黄門の印籠のように絶対的な力を持ち、皆恐れおののき、尻込みしてしまうという状況が続いてきたので
はないでしょうか。しかし、個人情報保護法は、元々は「利用する」から「保護しよう」という発想で作られた法律です。
今回の改正も、個人情報の積極的な利活用を推し進めるという目的があります。
　利用者側に、危ないからやめておこうという気持ちが蔓延してしまったという反省から、今回は改正法全面施行に
合わせて、個人情報の利活用のガイドラインが公表される予定です。防犯カメラ画像の共有は防犯目的という明確な
目的がありますが、それでも、どの情報をどの範囲まで共有できるのかという点は現段階では不明確ですから、その点が
クリアに示され、各業界や各地域で一定の情報共有が進めば、日本の万引き対策は劇的に変化していくのではないかと
期待しています。
　本会議開催から約2ヶ月が経ちました。この間、東京の渋谷区では、書店、警察、区（行政）が連携をし、被害情報共有
システムの構築、年内稼働を目指して動き出しました。出版業界も情報共有システムの構築に業界を挙げて取り組む
意向を示しました。本会議のテーマである「Relationship」が少しずつ現実のものとなろうとしています。
　日本で万引きされた物が海外で販売される時代です。万引問題は国内問題のみならず、世界規模で考えなければなら
ない問題なのかもしれません。今回の会議でアメリカの万引対策の最前線で活躍するスペシャリストの皆様との強い
Relationshipが生まれました。数年後には、日本、アメリカにとどまらず、ヨーロッパ、アジア等万引で苦しんでいる世界
中の国から関係者をお呼びし、真の国際会議が開催されるかもしれません。その時に、万引対策先進国である日本、と
言われるよう、共にこの万引犯罪に立ち向かっていきましょう。私たち万引防止機構も、各業界の様々なニーズ、要望に
耳を傾けながら、よりよいRelationshipの一翼を担っていきたいと考えております。

万引対策強化国際会議2017「報告書及び提言」発行に寄せて

大会コーディネーター

菊間 千乃（本機構理事・広報委員長）

会議で使用された全パワーポイントを確認することが
できます。 
ダウンロード先  http://www.manboukikou.jp/01.zip
パスワードは 「tomoni」です。 　
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皆様の会費が万引犯罪を撲滅することを通じて社会貢献に
役立ちます。会員の特典や入会手続きはHPをご参照ください。
皆様のご参加をお待ちしております。
１. 正  会  員 
この法人の目的に賛同して入会した個人および団体
（総会は正会員をもって構成する）

２. 賛助会員
この法人の目的に賛同し、運営を助成する個人および団体
（なお、当機構に特別のご寄付を頂く「特別支援制度」があります。

資料をご請求下さい。）

３. 特別会員
万引犯罪の防止に顕著な貢献をすると理事会で特別に
認めれ、総会で承認された個人および団体

１. 正 会 員（個人）5,000円　正 会 員（団体）50,000円
２. 賛助会員（個人）5,000円　賛助会員（団体）50,000円
３. 特別会員（会費免除）

❶ 会報「万防時報」の送付　❷ 機構会員証の配布
❸ 会員交流会への参加　　　❹ 意見表明
❺ 会員限定配布資料の購入　❻ 各種セミナーへの参加
❼ HP会員頁へのアクセス

会　員　募　集

会　　費

会員特典

務 局 よ り事

編集員　後記

編　集（50音順  敬称略）

秋元　初心
一般社団法人ロスプリベンション協会  代表理事

市村　豊
高千穂交易株式会社  セキュリティ事業部  チームマネージャー

近江　元
エイジスリテイルサポート研究所  株式会社  代表取締役社長

山本　正彦
一般社団法人全国警備業協会  研修センター  統括課長
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報 告 書 及び 提 言

　この「報告書及び提言」を纏め終わって思ったことは、ロス対策や防犯の
基礎知識を流通業全体で共有しなければならないということです。
　例えば、ヘイズ教授の記念講演は、犯罪機会論（防犯環境設計及び割れ窓
理論の相乗効果）やルーティンアクティビティ理論、さらにはクレッシーの不正
トライアングルの知識が無ければ、恐らく内容の半分も理解できないかもしれ
ない、という危惧と、我々は、そのような知識を体系的な教育として行ってきた
のか、という大きな課題を再認識しました。
　残念ながら、日本には流通関係者向けの不明ロスや万引などの犯罪対策の
教育システムがありません。例えば、防犯カメラに「防犯カメラ設置」という
POPを下げると誰に対してどのような効果・効能があるのか、そんなこと
ですら、現場の方々への教育はできていないのではないでしょうか。もし、
それが分かれば防犯カメラはもっと効果的な使い方ができる可能性を持って
いるのです。
　そのような課題を流通業の有志の方々と打ち合わせて、最終的には、資格
制度として多くの方々に利用してもらいと思います。それにより日本のロス
プリベンションの水準向上に寄与できたらと強い思いを持っております。
　もし、そのことに同感される方、関心のある方は、我々と“ともに”打ち合わせを
開始しませんか！
　なぜなら、それがこの会議の真の目的だからです。そのための最初の橋頭堡が
この会議だったのです。
　そして、その実現のために我々は喜んで“捨て石”になりましょう。
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